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2025年 度 事業報告書
(2025年 4月 1日から2026年 3月 31日まで)

特定非営利活動法人日本環境倶楽部

.事業の成果

2025年度は、 の相互関税の発動に始まり、依然として継続しているウクライナ・

ロシア戦争やイスラエルとパレステナ紛争に加え 年度末には対イラン攻撃が開始されるなど、昨年に

も増し世界の社会と経済は混沌とした一年でした。その一方で、AIインフラ投資の拡大や半導体市場
の成長など、世界では新たなビジネスチヤンスも数多く生まれました。
環境課題の対応に於いても、米国のパリ協定離脱や欧州の情規制緩和等、SDGs達成への逆風が強ま
つた年でした。また相変わらず先進国と発展途上国との溝は深く、気候変動緩和の新たな目標饉論の

進展やプラスチック汚染防止条約の批准は実現出来ませんでした。しかしながら米国 GAFA等に見ら
れる様に、民間ペースでは脱炭素や貴漂循環への積極的な発個や投資が継続しており、サプライチェ
ーンを通したSDCs達成に向けた取り組みは着実に進展していると考えられます。
国内経済は、 による影口はあるものの比較的堅調に推移し景気は緩やかな持ち直しを

続けており の期待も高いものがあります。政府の環境政策としては、2025年 2月にGX戦
略をアップデート、 G排出量取引制度の導入決定や原子力活用を確認した年となりました。資源循
環政策では、成長志向型の資源自律戦略の下で進められた再資源化取組の義務化が法定化されました。

更には企業の脱炭素や自然に対する取り組みに関する情報開示義務化についての枠組みや期限などが

明確に規程された年となりました。

日本環境倶楽部はこのような事業環境認日の下 2025年度も諸事業を相力的に推進しました。主幹
のセミナー事業は一開催あたりの参加者が 284人と対前年度 162%と伸長いたしました。また活動2
年目となつた「ソフトウエア分野の脱炭素研究会」は、開発した CFP算定ルールの ISO化といった高
い次元での成果を目指し活動を加速致しました。これらの活動の結果、2025年度末の法人の情報発信
先は 2′800名を超え、徴力ながらも持続可能な社会構築に資する活動が出来たものと評価しておりま
す。更に事業収支につきましても 11年連続で黒字を備蝶いたしました。これも会員皆様のご支援の目
物と厚く御礼申し上げます。今後とも継続したご支援をお願い致します。

2.事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

会員企業等への最新情報の提供と助言及び教育啓腋事業の総費用 3,154千円

①環境セミナー事業

0理事会にて時宣を捉えたテーマ。講師を検討しリモートで 7回、会場参加とリモート参加のハイブ
リット方式で 1回の計 8回開催致しました。個別の実績は下表の通りです。
○総会口演会は、いNT「 データグループ様のご支援により、会場参加に加えリモート参加も可能な

八イプリットで開催しました。更に講演会に引き続き講師の高村教授を交えた懇親会を設定し会員

皆様の情報交換にご活用頂きました。
O持続可能な社会構築に資するとの考えから非会員様も無料にて参加可能を継続しております。
O講師ご了解の範囲内で、参加登録者様に副演資料のご提供を、更に会員様には法人会員様専用ペー
ジにて日濱資料及び講演ストリーミング映像を提供しております。

総会■演会の参加者は上段から会場参加、リモート

'加
、合計

開催 テーマ 口師 申込

参加者 (人 )

会員等 非会員 計

2025
5/1

欧州の ESG政策の最新動向  403

“

181 215

2025
6/11

【総会■演会】カーボンニユ
ートラルと GXをめぐる最
新動向

 
 

32
413
445

26
38

“

4
220
224

30
258
288

2025
7/25

改正GX推進法に基づく排
出量取引制度の概要  498 43 254 297
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2025
8/28

成長志向型の資源自律経済
の確立に向けた取組につい
て

 
 

382 43 281

2025
10/21

ネイチャーポジティプ実現
へ～自然資本を見える化す
る新指標～

 440 38 257 295

2025
11/28

循環経済に関する国際。国内
動向とグローバル循環プロ
トコ,レ (GCP)について

500 54 282 326

2026
1/20

「温室効果ガス排出算定の国
際基準改定の動向」～GHG
プロトコル改定とS8Ti新基
準～

 
 

500 58 298 359

2026
3/11

「流域の状況に応じた実践的
な水リスク管理」～TNFD・
AWS等の国際的なイ=シアティプを踏まえて～

 
336 33 181 214

事業の評価

○当法人ではセミナー事業を下記の指標から評価しております。いずれの指標も着実に増加してお

り、事業の方向性や内容について概ねご支持を頂戴していると判断しております。

○また本活動を通じて、持続可能な社会構築に微力ながらも寄与するとともに、当法人のプレゼン

スは向上していると評価しております。

摘要 2020年 2021年 2022年 2024年 2025年

年度末イベント開催発信先数 637人 783人 1′ 116人 1′536人 1′982人 2′871人

1開催の平均 参加申込者数 67人 93人 154人 238人 256人 438人

1開催の平均 実参加者数 52人 66人 108人 158人 175人 284人

参加企業団体数 各年 Unique 311 374

セミナー参加組織数は 2023年よリモニタリング開始

② 研究会事業

(i)ソフトウェア分野の脱炭素研究会

○概要

2024年度発足時の有志 10社(*)による研究会活動を継続推進中です。概要は次の通りです。①

算定手法のプラッシュアップと活用試行、②算定手法の普及に向けた他団体や業界での発表・公

表、③算定ルールの ISO化を視野に入れた有識者レビューの受査、④経済産業省の指導の下での

ISO化に向けた国内ロビーイングと提案準備調整。

(*
ロ
日
久鯉雪江躊Pド当署疏デ室じ当吸礁墜否説4雪電1麓劣携笠男i晟雲

′塩塾製習1群47
本電気株式会社、富士通株式会社、DNVビジネヌごアシュアランス・ジヤバン株式会社

○主な活動と成果

・N‐

「

株式会社を主査会社に 2025年度は全 6回の研究会とアドホック会議 7回開催。
・メンパー会社による

「

Uへの寄与文書(Contnbution)提 出 (6月 )
・算定ルール v2.0(Scopeを Liた Cycleに拡張)の LCA日本フォーラム様による簡易レビュー受

査 (9月 )、 レビュー結果を反映した v2.1を LCA日本フォーラム様を通じ公表 (12月 )
。メンバー会社より情報処理学会 ソフトウェアエ学研究会主催シンポジウムでの「脱炭素社会に

おけるソフトウェアエ学」ワークシヨップ企画開催・活動紹介 (9月 )
・]ISAの刊行物 (RE30K(要求工学知識体系)シリーズ)に紹介掲載 (12月発刊)
・算定ルール v3.0(ISO化視野版)の経産省事業による有識者レビュー受査し、LCA日本フフォ
ーラム様を通じ公表 (2026年 3月 )
・ISO/1EC JTClでの Fastmmck提案に関わる活動は次の通り。経産省様への説明と支援依頼 (3

回)、

「

SC](情報規格調査会)への説明 (3回 )、 JISA様への説明 (1回 )等
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(li)その他の研究会事業

2025年度は上記の①ソフトウェア分野の脱炭素研究会に注力し、新たな研究会は立ち上げませ
んでした。

③ 見学会事業

非既成型を原則に年 2回程度の開催を計画し予定通り9月、12月に実施しました。各回の実績は
以下の通りです。いずれも好評裡に終了いたしました。

(i)産業廃棄物・医療系廃棄物・建設廃棄物の処理施設 (2025年 9月 11日実施)

東京都環境公社様の見学支援事業を活用し実施。下記 2サイトはいずれも首都圏では最大級の施
設。マイクロバスをチャータ′会員は無料′非会員参加料は千円。定員 15名で募集′43名のお申
込みがあり見学先との折衝により 18名に増員し実施。

○見学先 ;
・〕&T環境 (株)様 東京臨海エコクリーン (東京都江東区海の森 2‐ 3‐ 21)
ガス化炉・溶解炉、熱回収装置、集塵機、蒸気タービン発電機、排ガス洗浄装置等

・(株)タケエイ様 東京リサイクルセンター (東京都大田区城南島 3‐4-3)
粗選別□―ルスクリーン、廃プラ破砕/圧縮装置、破砕ダスト圧縮固化装置等
0参加実績 ,18名 (会員等9名、非会員9名 )

(H)規模グリーン水素製造所と水素供給ステーション (2025年 12月 12日実施)
′25年 10月 に第 1期工事が完了した東京都と山梨県が共同で進めている大型の「グリーン水素製
造所(P2Gシステム )」 と

′24年 4月 に営業を開始した国内初のトラックターミナル内商用 FC
V向け水素供給所を見学。マイクロバスをチャータ′会員は無料′非会員参加料は千円。定員 15

名で募集′35名のお申込みがあり見学先との折衝により増員し 19名で実施。

○見学先 :
。東京都京浜島グリーン水素製造所様 (東京都大田区京浜島三丁目 5番 1号 )
水電解装置(P2G)システム、脱酸素塔・ ドライヤーユニツト、水素ホルダー、水素圧縮機等

・岩谷コスモ水素ステーション合同会社平和島 様 (東京都大田区平和島 2-1-1)
液化水素貯蔵施設、充填装置等

O参加実績 ,19名 (会員等 7名、非会員 12名 )

④ その他の事業

(i)法人活動の情報拡散・他団体との連携活動

○連携合意組織 (注)とのイベント情報拡散の協力は継続実施中です。
・当法人からの依頼 (セミナー開催)は各組織とも全て対応頂いております。
・連携合意組織からの依頼は 1件で対応致しました。 Ma‖ 発信 10月 )

(注)週堕層合意組織 (組織略称′敬称略′合意順)日 C′ ]SMCWM′ JSPE′ ]EMAL CPN

○連携合意組織以外からの協力要請については事務局判断で対応しております。今年度は 3件の
要請があり以下の 1件に対応致しました。
・国際生産工学アカデミー (CIRP)の国際会議 (LCE2026)開催のサイト掲載 6月 )

(il)法人 WEBサイトの閲覧状況把握と改善活動

OGoog!eアナリティクス (GA)を使用し 幅広いデータの計測や解析を行いサイト改善に繋げる
活動を継続しております。
・ビュー数及び訪問ユーザー数は以下の通り着実に増加しております。尚、閲覧属性や流入経路
にサイト改善を要するセキュリティ等の異常な傾向は有りませんでした。

摘要 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

年間ビュー総数 6′714 12,260 8′ 620 11,219 21,215 24′639

訪問ユーザ数 (ユニーク) 2′ 151 3,223 4′033 4′679 8′ 150 10′ 094
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(注)各年とも当年 3月 1日～次年 2月末盗1労口‖

(in)入会要■活動.

〇セミナー参加実績からの要請活動
・昨年からの継続活動で 1社に入会頂きました。今年度も引き続きセミナー参加ランキング上位
20社の SDGs担当役員宛てご入会検討の要請書を発状致しました。(2026年 1月 )

(2)その他 (特定非営利活動に関わる事業以外)の事業

な し

-Bt-
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書式第13号 (法第28条日係)

2025年度 活動計算書
2025年4月 1日から2026年 3月 31日まで

■重ヨロ菫菫l月日Ш去ム正2国腱菫口聾薗饉
(●●:円 )

科目

I.経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.事業収益
4.雑収入
経常収益計
Ⅱ.経常費用
1.事業費
(1)人件費
給与
退職綸与繰入金
法定福利費
人件費計

(2)その他経費
交通費
修饉費
通信費
地代・家賃
消耗品費
印刷費
外注費
レンタル・リース費
講師腑金
会臓費
その他経費計

事業費計
2.管理費
(1)人件費
綸与
退職綸与繰入金
法定福利費
人件費計

(2)その他経費
交通費
修饉費
通信費
地代・家賃
消耗品費
印尉費
外注費
レンタル・リース費
回書費
会議費
他団体会費
租税公課
交際費
雑費
減■償却費
その他経費計
管理費計
経常費用計
当期経常増減額

皿.経常外収益
経常外収益計
17_経常外費用

経常外費用計

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

前期繰鶴正味財壼饉

次期繰鶴正味財産饉

4.142.500

4.175.501

ｎ

）

24,000

9.α)1

897.600

19,200

2695

3,154,086

1

3.912.302

910■95

22,725

0
69,503

59,840

184,882

8,337

1.540,926

702

174,550

172.946

2,234.591

224,400

4,800

674
220,874

5,681

0
17,398

14,900

461221

2,084

340,444
198

0

43.236

40,330

1.500

0

7,290

0
520,342

263,199

0

0

263,199

0

3.339,700

3.002,908
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2025年度 賃借対照表
2026年3月 31日現在

盤症」上賞型活」1磁L△」EL」団腱菫盤奎艶

( :円 )

科目 金額

4,071,008

0

9,900

0

ｎ
）

ｎ
）

ｎ
）
　

　

Ｕ^

ｎ

）

000.

ｎ

〉

47

908

98,α〕0

120,000

260,000

218,000

260,GD0

3,339,709

263,199

3,602,908

__=鰹 出巴

2固定資産
(1)有形固定責産
有形固定資産計
(2)無形固定資産
電話加入権
無形固定資産計
(3)投資その他の資産
敷金
投資その他の資産計
固定資産合計

2固定負債
退職綸付引当金
固定負債合計

皿 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

負債および正味財産合計

資産合計

負債合計

正味財産合計

I 資産の部
1流動資産
現金預金
未収入金
前払金

仮払金

流動資産合計

I負債の部
1流動負債
未払金

前受金
流動負債合計
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2025年度 財壼目録
2026年3月 31日現在

盤定韮菫劉活動法△旦盛』圏凶腱劇担

科 目 金額

0

4,071,008

＾
ｕ

9,900

0

ｎ
Ｕ

ｎ

）

ｎ
）

ｎ
Ｕ

Ａ
ｕ

4,080,908

ｎ
）

478

120,000

98,(X〕0

260,000

218,000

260,000

3,602,908

I 資産の部

1流動資産
現金預金
手元現金

普通預金(みずほ銀行横山町支店)
未収入金
会費未収金
前払金
家賃、電話基本料等(nex(株 ))
仮払金
流動資産合計

Π 負債の部
1流動負債
未払金
業務委託費(いNl「データだいち他)
前受金
会費 (1社6個人)

流動負債合計

責産合計

負債合計

正味財産

2固定資産
(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

電話加入権
無形固定責産計

(3)投資その他の資産
敷金

投資その他の資産計

固定資産合計

2固定負債
退職綸付引当金

固定負債合計

0
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2025年度 年間役員名簿

2025年4月 1日から2026年3月 31日まで

特定非営利活動法人日本環境倶楽部

1.確認事項

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
●各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2.役員名簿

役名 氏名 就任期間
報酬を受けた
期間

理事長 山口 重樹
2025年4月 1日 ～
2026年 3月 31日

年 月
年 月

日～

日

理事 朽網 道徳 同上
年 月 日～
年 月 日

理事 ′」ヽ屋 かをり
2025年 4月 1日 ～
2025年6月 10日

年 月 日～
年 月 日

理事 佐藤 貢
2025年4月 1日 ～
2026年 3月 31日

年 月 日～
年 月 日

理事 並河 治 同上
年 月 日～
年 月 日

理事 平野 学 同上
年 月
年 月

日～

日

理事 山中 淳司
2025年4月 1日 ～
2025年:6月 10日

年 月 日～
年 月 日

理事 山根 知樹
2025年 6月 10日 ～
2026年 3月 31日

年 月 日～
年 月 日

理事 山本 智美 同上
年 月 日～
年 月 日

監事 新井 直樹
2025年4月 1日 ～
2026年 3月 31日

年 月 日～
年 月 日

監事 水上 浩 同上
年 月 日～
年 月 日

以下余白



書式第 4号 (法第 10条・第 28彙関係)

社員のうち10人以上の者の名簿
2026年 3月 31日現在 (■不同)

壺讐』望騒輩割ユ法△旦」聾Ш出理由饉

氏   名

1

(株)NTTデ ータグループ
代表取締役社長 佐々木 裕

2
(株)エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所

代表取締役社長 山口 菫樹

3
東京瓦斯 (株 )

代表軌行役社長 笹山 晋―

4
(株)日立製作所

代表執行役 執行役社長 徳永俊昭

5
(―社)産業環境管理

“

会

会長 助野 健児

6
日本電信電話 (株 )

代表取締役社長 島田 明

7
宝ホールディングス(株)

取締役社長 木村 睦

8
富士通 (株 )

代表取締役社長 時田 隆仁

9
住友電気工業 (株 )

代表取締役社長 井上 治

10
日本電子計算 (株)

代表取締役社長 茅原 英徳

11

以下余白

12




